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2026 年４月１日 

各 位 

会 社 名 Terra Drone 株式会社 

代表者 代表取締役社長 德重 徹 

(コード番号 278A 東証グロース市場) 

問合せ先 取締役 関 鉄平 

 (TEL. 03 - 6419 - 7193) 

 

 

2026年１月期 通期決算説明会 動画・書き起こし公開のお知らせ 

 
 

2026 年 3 月 17 日に開催いたしました「2026 年１月期 通期決算説明会（機関投資家・アナリスト向

け）」の録画動画を、以下のリンク先にて公開いたしましたので、お知らせいたします。 

 

 

 

■決算説明会概要 

 

 開催日時：2026 年３月 17 日（火）13:00～14:00 

 開催方法：オンライン配信 

 

 

■決算説明会動画 

 

URL：https://youtu.be/6ULQEeKSjps 

 

  

https://youtu.be/6ULQEeKSjps


 
 

■プレゼンテーション 

 
 

取締役 関鉄平（以下同様）： 

 

皆様、本日はお集まりいただきまして誠にありがとうございます。Terra Drone 株式会社取締役の関と

申します。 

 

これより、2026 年 1 月期通期決算説明会を開催いたします。 

 

 

  

                                                 

          

      
                            

          



 
 

 
 

まずはエグゼクティブサマリーです。 

 

2026 年 1 月期実績については、2025 年 12 月 15 日に公表した業績予想に対し、売上高および営業利益は

予想を上回って着地いたしました。これは主に、インドネシア拠点の売上高が想定を大きく超過したこ

とによるものです。特別損失についても当初の予想範囲内に留まり、親会社株主に帰属する当期純利益

も、概ね業績予想の範囲内で着地しております。 

 

セグメント別では、ドローンソリューションにおいてインドネシア拠点の売上が大きく寄与いたしまし

た。運航管理についても、業績予想の範囲内での着地となっております。 

 

2026 年 1 月期の振り返りとして、複数の要因が重なり期初予想に対しては実績が下回ってしまいました

が、いずれの要因も 2027年 1 月期以降の業績に重大な影響を及ぼすものではないと考えております。各

要因については後ほど詳しくご説明いたします。 

 

 

  

                                                   

                 
      

                                                               
                                              

                                                           
                                         

                                                      

          

                                                       

                                                          

                 

                                                      
                                            

               

                                                               

                                                               
                                                             

                                                     
                                                           

                                                  
                     

                             

      
   
    



 
 

 
 

今回、成長戦略および 2027 年 1 月期の業績予想を定量・定性的に開示しております。 

 

当社は 2016年の創業以来、ドローン市場を注視してまいりましたが、現在、市場全体にかつてない大き

な機会が到来していると感じております。地政学的な変化、規制の整備、各国の政策転換を背景に、

「非中国系ドローン」の需要が構造的な拡大局面に入っています。 

 

この巨大な事業機会を確実に掴み、シェア拡大や先行優位性を確立するため、現在は事業スピードを最

優先した戦略的な投資を行うべきタイミングです。2027 年 1 月期を「勝負の年」と位置づけ、成長と投

資を優先する方針です。 

 

業績予想に関しましては、インドネシアでの減収を見込む一方、屋内点検用ドローン「TerraXross1」、

サウジアラビアでの事業、そして Uniflyの高成長を期待しております。加えて、成長と投資という観点

から、非連続的な成長に向けた新規領域への参入と人材投資についても、相応の費用計上を見込んでお

ります。 

  

                                                   

      
        
    

          

                                        

                                              

                                                

                                                             

                                                              
                                          

              

                          

                                                    

                                              
                                                                

                                                                
                                                               

                                        
                                                   

                                                                 

                                                         
                      

                   

                                           

                                                            

                 



 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

当社は、ハード・ソフト・サービスを統合したドローンソリューションと、空のインフラを担う UTM

（運航管理）の二柱で事業を展開しております。 

 

 

                                                   

    

                                                   

    
                                              

    

            

                 

   

                   

           

        

          

   

       
          

   
         
         

    

        
      



 
 

 
 

事業ポートフォリオは測量を主軸としつつ、点検、農業、そして Unifly を中心とした UTM により構成さ

れています。 

 

 

 

 
 

海外売上高比率は直近で 60％を超え、全世界的に事業を展開しております。 

 

 

                                                   

    
                                                       

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

                

 
 
 
 

   

   

   

   

         
                   

                 

                 
            

       

                  
       

            

                

                      

                                                    

                      

                                                     

            

              

         
          

                         
         

               
         

                 

                  
          

               

                         
          

               
                       
                   

                              
                                

        

        

   



 
 

 
 

あらゆる地域で多様な事業モデルを展開しているため、外部環境が大きく変化する状況下でも、正確な

市場情報を捉えて迅速に事業を立ち上げられる点が当社の大きな利点です。 

 

 

 

 
 

現在、ドローンサービス企業として世界ナンバーワン、また UTM の導入国数においても世界一のポジシ

ョンにあります。 

 

 

  

                                                    

               
                                            

                                       

             

 
 
 
 

 
 

         

             
            

            

             
       

  

             
          

      

  

 
 
 
 

                     
                    

                
           

               
                    

                                                    

                                                         

                                                           

         

         
            

    

          
                

    
 



 
 

 
 

特に UTM については、昨今の国際情勢からセキュリティ観点での問い合わせが急増しており、空のイン

フラとしての重要性を改めて確信しております。 

 

 

 

 
 

我々は創業期より一貫して UTM のポテンシャルを信じており、その考えは今も変わりません。 

UTM で空のインフラを押さえつつ、ドローンソリューションでドローンの普及を進めるという戦略を展

開しております。 

 

 

 

                                                    

                                 

                

           

          

   
        
      

   

          

  

                             

                                                    

                          
                                                           

                               

       

                  

                      
               

        

                           

             
     

     
     

     

     

     

     

                                                  

    

                                                                                                                                           
                                                                                                                               

                                                                                                                               
                        
                                                                        

   

   

    

    

     

      

     

       

  

      

  

    

     

    

      

      

        

                                       

      

    

       

       
       

                    
            

    



 
 

 
 

 

 

 
 

 

当社は、直近の目標としては、UTM およびドローンソリューションの双方で、確固たるグローバルナン

バーワンを目指しております。 

                                                   

    

                                                    

                

   
         
   

        

               
           

          
                  



 
 

 
 

ここからは、前期の業績についての振り返りを行います。詳細は個別のページでご説明いたします。 

 

① インドネシア子会社の火災事故 

遺族への対応や補償は確実に進捗しております。また、本件に伴う特別損失は、当初予想の 7 億円に対

し 3.41 億円で着地しており、業績予想の範囲内に収まりました。火災関連の損失計上は 2026 年 1 月期

で完了しており、現時点で追加発生の見込みはございません。現地の事業活動も通常に近い形で継続し

ており、2027 年 1 月期の業績への影響は限定的となる見込みです。 

 

② Aloft 社の株式譲渡 

開示の通り、2026 年 2 月 13 日に当社保有の全株式を第三者へ譲渡し、Aloft 社は当社グループから離脱

いたしました。しかし、UTM 事業（Unifly および国内事業）のポテンシャルは依然として高く、当社の

コア事業であるという位置づけに変わりはありません。今後は、これらの注力領域にリソースを集中し、

投資を継続してまいります。 

 

③ 減損損失の計上 

未上場のドローン物流企業や Unifly関連、その他の有価証券において減損損失を計上いたしました。こ

れらは会計上の処理ではありますが、各事業の重要性や戦略的な意義については、以前と変わりないも

のと認識しております。 

 

④ 既存事業の業績下振れと対策 

各事業における課題に対し、対策を講じてまいります。後ほどの頁でご説明いたします。 

 

 

                                                    

                 
                                                          

           

        

       
        
       

      
     
       

       
       
       
       

        

                    
                        
            

                
            

                     
             

                            
                         
     

                

                           
                    

                       
                    

                  

                    
                        

                           
                

                           
                     

                           
                        

        

                                                           

                                                      



 
 

 
 

前の頁でも申しましたが、火災事故関連の特別損失は 3.41 億円となり、当初予想していた 7 億円の範囲

内に収まりました。現地の事業活動も通常に近い形で継続しており、今期以降に追加で大きな損失が発

生する見込みは現時点ではございません。 

 

 

 

 
 

Aloft についても、先程の説明の通り、当社グループから離脱しますが、当社にとって UTM（Unifly お

よび日本国内事業）は引き続き極めて高いポテンシャルを持つコア事業であることに変わりはございま

せん。 

 

 

                                                    

                              
                                                                      

                                                         

                                               

    

                              

                                    

                    

     
    

                     

                           

    
  

                                                 

                                             

 
 

 

 
 
 
 
 
 

     
     
  

                                                          
         

                                

                                                      
                                                       

     
     

                                                        
         

                                                       
                     

                                                    

                                  
                                                                        

                            

                                                        

         

                          

                                               
                                 

            

                                  

                                    

   
  

              

                       

                   

                                  

                               

                                

                                    
                          
                     

     
    



 
 

 
 

既存事業の業績下振れに関しては、各事業で対策を講じています。 

 

・屋内向けドローン「TerraXross1」 

生産体制の構築に課題がありましたが、非常に大きなポテンシャルを持つプロダクトです。現在、代理

店網も拡大しており、今後は生産を含むボトルネックの解消のため、重点的に投資を行ってまいります。 

 

・国内測量・災害復旧事業 

国内ハードウェアについては、補助金への依存率を下げ、低単価製品の販売を強化することで業績の安

定化を図ります。また、災害復旧事業については、従来の枠を超えた調査領域への進出を検討しており

ます。 

 

・Unifly およびコンサル事業 

Unifly での着実な案件獲得に加え、前期に子会社化した EuroUSC Italia によるアドバイザリー・コン

サルティング事業を拡大させてまいります。この領域は比較的安定した需要が見込まれるため、事業の

柱の一つとして強化してまいります。  

                                                    

                         
                                                  

           

  
                         
                     

                           
                            

                            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
     

                                    

   
    

                                  

      
                            
                       

                                 
                           
                           

           
                              

                             
                     

     



 
 

 
 

このスライドではドローン市場を取り巻く事業機会について説明させていただきます。 

 

現在、世界的にドローン需要が拡大し、サプライチェーンの再編が進んでいます。特にウクライナやイ

ランの情勢を鑑み、防衛ドローンの重要性が再認識されており、西側諸国を中心に「脱中国」の動きが

加速しています。 

 

米国では目視外飛行のルール化や、ドローンの大量購買入札（ドローンドミナンスプログラム）、中国

製ドローンの規制（FCC 規制）などが進んでおり、非中国製へのシフトが鮮明になっています。 

 

日本国内においても、安全保障に基づく産業育成や強力な公的支援が実施されており、当社にとっては

非常に大きな追い風となっています。 

 

当社の事業についても、そういった追い風を捉えつつある状況です。例えば TerraXross1 はコスト競争

力と性能面でエンドユーザーから高く評価されており、今期の主要な成長ドライバーと位置づけていま

す。サウジアラビアでもインフラ施設関連の大型案件の引き合いが増えており、UTM についても、新規

国での案件パイプラインに加え、直近ではクリティカル・インフラ（データセンターや電力施設等）で

のセキュリティ用途等で高いポテンシャルを感じております。 

 

 

                                                    

                  
                                               

                                            

  

  

  

                             

                  

                                

                  

                             

                               

                                
              

                             

                  

                            
                   

                                

                             

                             

                           

        

                   

                              

    

                                

                                
       

                                   

                      
                          

                      

     

           

    
                     

     

                                     



 
 

 
 

これまで我々は、売上と利益のバランスを重視した成長を目指してまいりました。しかし、現在目の前

にある巨大な事業機会は極めて大きなものであると実感しております。そのため、2027 年 1 月期を「勝

負の年」と位置づけ、今後は積極的な投資を行っていく方針です。 

  

                                                    

            
                                                   

                            

                                 

                                     

                                                  
                                         

                                 

                                       

                                   

                                               
      

                                              

   
   

     
   



 
 

 
 

 

 

 
 

こちらのスライドは、2026 年 1 月期の全体的な数字です。 

売上高、営業利益、調整後営業利益、経常利益、当期純利益はスライドの通りです。 

 

 

                                                   

              

                                                    

           

                                                

                                                              

           
  

           
       

     

                         
                      
                          

                            

                                                         

                                    

                             
                        

                               

                          
                          
      

                            
      
         

                                                                                     

                



 
 

 

特別損失については、エグゼクティブサマリーで申し上げた通り、概ね業績予想の範囲内に着地してお

ります。 

 

 

 

 
 

セグメント別では、ドローンソリューションにおいてインドネシア拠点の売上が大きく寄与し、上振れ

て着地しました。運航管理については、Aloft の影響も含め予想の範囲内で着地いたしました。 

 

 

                                                    

              
                                                    

                  

    
       

           
  

           
       

     

                                                 

                 
      

                          

                               

                    
                  
              

                        

                              
   
     

    

                

                                                    

                 
                                                   

         
     

     

                      

                                  
                                 
                                
                

   
          

                   

                               
                           

                  

                         
           

   
     
                     

                            
                                 
                     

                  

                             
                       

                                  
                      
                        



 
 

 
 

こちらは前期との比較結果となりますが、ここまでにご説明した事項を踏まえ、前期比で売上高はほぼ

横ばい、営業利益以下の各段階利益については赤字が拡大する形となりました。 

 

 

 

 
 

セグメント別 PL の前期比についてご説明します。 

 

ドローンソリューションセグメントは、主に点検および農業分野の伸長により、前年同期比で増収とな

りました。運航管理セグメントは Uniflyが主軸となりますが、前年同期比で売上高は横ばいとなりまし

た。一方、円安ユーロ高の影響や Aloft 取得に関連する費用の計上もあり、営業損失は拡大いたしまし

た。 

 

 

 

                                                    

         
                                           

      
     

     

   
     
   

     

                                      

                   

                              

                            
       
                 

                           
                     

                  

                                 

                       
        

                
      
         

                                                    

             
                                               

                                                     

      
     

     
   

     
   

     

                         

                                    

                 
                            

            

               

                     
                                      

                                   
                 

    
       

    

                   

                                  

                                                



 
 

 
 

こちらが、ドローンソリューションの利益増減についての内訳でございます。 

 

 

 

 
 

ドローンソリューションセグメントの、事業別の前期比較です。 

 

全体としては農業と点検の売上が成長を牽引しました。点検の売上総利益については、数値上は前年同

期比で利益率が 11%減少しているように見えますが、これは一部費用の販管費から原価への振替による

もので、実態的には減少しておりません。 

 

 

                                                    

                  
                         

                                       

    

    

    

    

     
    

  
     

   

  

    

            
    

       

              

                 
                

                                                    

                         

                                       

                                      

                               

  

     
     
   

     
   

  
     

     
   

     
   

  
     

     
   

     
   

                       
                   
                         
                    

                                     
   
    

                         
                       
     

                               

                     
                                               

                                      



 
 

 
 

測量/災害復旧事業については、国内のサービス・ハードウェアを中心に厳しい状況となりました。 

 

主力の国内サービスは、ドローン測量分野は想定通りの着地となりましたが、新規領域の ICT 分野が想

定より減少しています。これは、発注元の方針転換により当初注力していたサービス分野の案件数が減

少したことが要因です。2027 年 1 月期は注力領域として梃入れを図り、回復を目指します。 

 

また、ハードウェア販売についても、自治体等の購入者向け補助金が想定以上に縮小されたため、前年

同期比で大きく下振れました。 

  

                                                    

                       
                                                     

                                                                       

                                                                                                                                    

                                      

                             

                                                                               

                                

                                                     

                             
                             
           

                

                                     

   
   

                              
                             
            

                       

                             
                                                 

                                           

                                                        

                            
                                        

                              

    
      



 
 

 
 

点検分野は、主にオランダ法人が円安の影響も受けて前期から成長しております。 

 

また、屋内点検用ドローン「TerraXross1」については、第 3四半期から本格的な納品を開始いたしまし

た。安定的な量産体制の構築に想定以上の時間を要しましたが、今期はこの体制を改善し、売上をさら

に伸ばしていく方針です。 

 

  

                                                    

                                                   

                      

                    

                  
                                  

      
     

     
   

     
   

     

                             
         

                             
                                                

                               
                    

   
   

                          

          

           

                  

     

    



 
 

 
 

こちらが、運航管理セグメントの利益の増減分析スライドとなります。 

 

 

 

 
 

Unifly では、円安ユーロ高で推移したことに加え、現地通貨ベースでは売上高が減少し、損失が拡大い

たしました。 

 

また国内においても、主に Aloft 取得に関連する費用を販売管理費として計上したため、損失が拡大す

る結果となりました。 

 

                                                    

           
                                                               

   

    

    

    

  

    

     
       

            
          

        
      

    

          
       

        

                       

                 
                          

                                                    

          

                                

                        
            

            

                                    

                       
                 

                

                                                     

                                

                                                                                       

                            

            

                        
             

                

                     

                   
                 

                  

      

  



 
 

 
 

 

 

 
 

ここからは 2027 年 1 月期の業績予想についてご説明いたします。 

 

今期は、この巨大な事業機会を逃さぬよう「勝負の年」と位置づけ、成長と投資を最優先する方針です。

売上高から当期純利益までの各数値については、スライドに記載の通りです。 

 

売上に関しては、インドネシアでの減収見込みを織り込んでおりますが、サウジアラビア事業、屋内点

検用ドローン「TerraXross1」、および Unifly が全体の成長を牽引していく見込みです。 

 

また、この好機を確実に活かすべく、成長基盤を強化するための先行投資を行っていくことが今期の重

要なポイントとなります 

 

  

                                                   

            

                                                    

       
                                      

                                                    

      
     

     
     

     
     

     

                         
                               

    
    

             

                         
                  

                    

                             
       
               

                            
                        
       

                    

                                        
      
         



 
 

 
 

セグメント別の見通しについては、ドローンソリューションでは、インドネシアでの減収影響がありセ

グメント全体では減収となるものの、TerraXross1 とサウジアラビアを中心に成長を見込んでおります。 

 

運航管理セグメントにおいても、Unifly の大幅な成長を見込んでおり、積極的に投資を継続して事業を

拡大させてまいります。 

 

 

 

 
 

具体的な売上高の見通しとしましては、まずサウジアラビアにおいて、従来の測量案件に加え、インフ

ラ施設関連の点検案件の増加を見込んでおります。 

 

次に TerraXross1 については、生産体制を確立させるとともに、足元で進めている営業・マーケティン

グ活動を本格化させることで、高い成長を実現してまいります。 

                                                    

           
                                                             

                                                               

      
     

     
     

     
     

     

                   
                       
                  

   
     

             

                    
                   
        

                  

                 
    

      
         

                       
                      
                   
            

                

                              
       
               

    
       

    

                                                    

         
                                                  

   
    

  

   

  

                        

                                           
                

                 

                                             
   

                                    

                            

                             

                               



 
 

 
 

前期からの営業利益の差分において最も大きい要素は、非連続な成長に向けた約 6 億円の先行投資です。 

 

 

 

 
 

非連続的な成長に向けた投資としては、今後、新規領域へ参入し、事業を垂直立ち上げしていくために、

専門人材の採用等を進めていく計画です。 

 

当社の現在のポジショニングであれば、隣接市場や新規市場においても早期にシェアを確保しやすい状

況にあると考えており、常にこうした機会を狙ってまいります。 

 

あわせて、人的資本への投資も強化いたします。一部には採用教育費といった一過性の費用も含まれま

すが、この「勝負の年」において、世界で勝つための組織基盤を作るべく、人材への投資を積極的に進

めていく考えです。 

                                                    

      

      

    

     

      

    

            

  

   

      

    

        

     

   

   

  

     

      

              
                                    

                   
               

                  
                         
                       

                                                    

                  
                                        

       

     
         

                 

                
                     

                       
                

                     
                      
           

        
         
       

       
  

        

                      
           

                       
                        
       

                    
                

                         
                 

        
        

                                  



 
 

 
 

屋内点検用ドローン「TerraXross1」は、競合製品と比較して極めて高いコスト優位性を持っています。 

 

製品単価で 3分の 1、クラウド利用料やメンテナンスコストを含めた総所有コストでは 4分の 1から 5分

の 1 という低価格を実現いたしました。これは、自社サービスでの現場体験に基づき、真に必要な機能

に絞り込んで開発した成果であり、市場からも非常に高い評価をいただいております。 

 

現在、北米、南米、アジアで代理店契約を次々と締結しており、エンドユーザーからの問い合わせも増

加しております。現実的にアプローチ可能な市場は少なくとも数十億円規模存在すると見ており、競合

他社の実績を鑑みても、十分にシェアを獲得できる売上規模であると考えております。 

 

今期は、生産体制の確立と営業活動の本格化に注力いたします。主要な顧客層となる大手企業様におい

ては、稟議等のリードタイムが長くなる傾向にありますが、現在は営業サイクルの迅速化を図っており

ます。「Terra Drone」ブランドの浸透とともに、今後は導入スピードも加速していくと確信しておりま

す。上半期には量産効果によるコスト競争力の強化に加え、データ管理プラットフォームを通じた顧客

の囲い込みに集中的なリソースを投下してまいります。 

  

                                                    

                              
                                                         

                                                    

       

                  

    

  
   

     

                              
                       

                         
                      
                  

                        
                    
              

                        
                       

                          
                

                        

                         
                       

     

     

         
                       

                       
                         

                        
                         
                   

    

                       
                         

                  
                      

                         
                         
                   



 
 

 
 

UTM 事業は、その性質上、一度導入されると他社製品への乗り換えが極めて困難な分野です。現在、新

たな市場が拡大しており、大きなチャンスを迎えています。 

 

各国の航空局（ANSP）からの問い合わせも増加しており、特に欧州以外の地域において受注確度の高い

案件がパイプラインとして動いております。また、既存のアドバイザリー・コンサルティング事業も安

定的な成長を見込んでおります。 

 

さらに、昨今の国際情勢を受けてセキュリティ意識が高まり、平時においても民間施設（データセンタ

ー、電力施設等）における UTM の必要性が市場に浸透してまいりました。こうした周辺領域の需要も確

実に取り込んでまいります。 

 

これらに対応するため、Unifly の開発体制および専門人材の採用を強化し、グローバル展開を加速させ

ます。これにより、販売単価の向上およびリカーリング売上比率の拡大を目指してまいります。 

 

  

                                                    

                      
                                                         

          

       
                            
                       

     

                      
                   

                          
                

                                 
                            
               

                        
                       

     

     

         
              

                
                          
                   

    

                
                            
                      

             
                         
                        
             



 
 

 
 

当社の事業特性上、立ち上げフェーズの事業が多いことやビジネスモデルの性質から、四半期ごとの業

績変動が大きくなる傾向がございます。今期第 1 四半期については、通期予想に対する売上高の構成比

は比較的小さくなる見込みです。 

 

なお、現時点の業績予想には、TerraXross1 のさらなる進捗や新規事業の進展など、不確実性の高い事

項は織り込んでおりません。これらについては、進捗があり次第、適時開示にてご報告させていただき

ます。 

 

  

                                                    

                 
                                                          

                                                          

             

                             
                          

                           
                

             

                          
                 

                                                          
                       



 
 

質疑応答 
 

質問① 

中東地域の地政学リスクが高まっているが、2027 年 1 月期のサウジアラビア事業の成長性や、さらなる

先の展望、および現在進行中の戦争による影響について伺いたい。 

 

回答① 

地政学リスクの高まりは、国内で進む大型建設案件の遅延につながる可能性があるため、当社の測量関

連事業においても影響を受けるリスクは否定できません。実態として、2026 年 1 月期も一部影響があっ

たのは事実です。  

 

しかし、現在は説明資料に記載の通り、比較的地政学リスクの影響を受けにくいインフラ施設関連など

の安定事業へとシフトを進めております。サウジアラビアの現地チームとは密に連携しており、直近で

は大きな影響が起きていないことを確認済みです。 

 

インフラ会社との商談はスピードこそ緩やかですが、足元では大型受注や引き合いが確実に積み上がっ

ております。そのため、2027 年 1 月期、および 2028 年 1 月期以降も非常に高い期待値を持っておりま

す。 

 

 

質問② 

インドネシア事業の中長期的な展望について伺いたい。 

 

回答② 

2027 年 1 月期については、火災の影響により減収および約 76 百万円の利益悪化を見込んでおります。

一方、足元のオペレーションや営業活動は円滑であり、経営陣も現地と密なコミュニケーションを継続

しています。 

 

中長期的な展望については、火災前と比較すると高成長の確度は下がったと言わざるを得ませんが、直

近の収益性に致命的な悪影響を与える状況ではないと認識しております。この 1 年で事業の進捗を慎重

に見極め、今後の方針を改めて検討・ご説明させていただきます。 

 

 

質問③ 

2027 年 1 月期の国内 UTM 補助金が減る要因は何か。 

 

回答③ 

国内の UTM 補助金は、毎年単年度の案件を積み上げている状況です。現在、国内の UTM 市場も徐々に立

ち上がりつつあり、補助金に依存せず自力で売上を獲得できる構造へのシフトを進めておりまして、結

果として補助金額は減少する見込みでございます。 

 

航空局による認定 UTM のガイドライン策定などを起爆剤とし、事業を加速させていく方針です。 

 

 

質問④ 

新規事業の内容について詳しく教えてほしい。 

 

回答④ 

現在、複数の新規事業を検討しております。投資家の皆様には、確度が高まり開示可能な段階になりま

したら、しっかりとした内容で改めて詳細をご説明させていただきます。 

 

 

  



 
 

質問⑤ 

人的投資について、賃上げ以外の具体的な内容は何か。 

 

回答⑤ 

大きく分けて、既存メンバーの報酬体系刷新と、国内の人員採用強化の 2 点です。特にエンジニアの採

用に注力しており、TerraXross1 関連を含むハードウェアや組み込み領域の専門人材を強化しています。 

 

なお、記載の投資額には、一過性の採用費も含まれており、すべてが固定費化するわけではありません。

コーポレートや営業も含め、トップ層の人材を確保し、世界で勝つための組織基盤を今期中に構築する

ことが重要であると考えております。 

 

 

質問⑥ 

サウジアラビアの石油施設が爆撃を受けるなど情勢は厳しいが、インフラ関連の影響が少ないとするの

は楽観的ではないか。 

 

回答⑥ 

直接、お客様や現地社員と対話している限りでは、現時点では案件の執行において支障はきたしており

ません。現地でのテストや POC（概念実証）も継続しており、事業は問題なく進捗しております。 

 

むしろ、地政学リスクの高まりにより、ドローンによる「監視」ニーズの引き合いの増加や、Unifly を

含めた案件の増加に繋がりうる側面もあると考えております。 

 

 

質問⑦ 

国内測量における「低単価商品」とは具体的に何か。また、原価率が高い中で低単価商品を投入すると

利益が圧迫されるのではないか。 

 

回答⑦ 

ここでの「低単価商品」とは、自社製品「TerraLidar」の廉価版モデルや、補助金に依存せず購入可能

な地上用測量機器などを指します。 利益面については、これらの商品は単品でも粗利率が大きく変わら

ないため、利益を圧迫する要因にはなりません。 

 

国内の測量事業体自体は既に黒字化しており、今後は売上・利益を安定成長させつつ、他の成長領域で

の利益増加によって会社全体の黒字化を目指していくという道筋を描いております。 

 

 

質問⑧ 

回答⑥の監視案件について、より具体的な内容を教えてほしい。 

 

回答⑧ 

現時点ではクライアントとの守秘義務の関係上、具体的な内容の言及は差し控えさせていただきます。

改めて開示できる段階になりましたら、詳細を報告させていただきます。 

 

 

 

以 上 


